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１６ 建築物被害・防災都市計画関係 
 

資料６０ 国・県指定等文化財（築造物等）一覧表（抜粋） 

 

１ 国宝 
名 称 所 在 地 

仁科神明宮本殿・中門・釣屋 大町市社 1159 

 

２ 重要文化財 
名 称 所 在 地 

仁科神明宮 木造棟札 
大町市社 1159 

仁科神明宮 御正体 
若一王子神社本殿 大町市大町 2097 
盛蓮寺 観音堂 大町市社 2937-1 
鉄鰐口（大町山岳博物館保管） 大町市社 4886-2 
藤尾覚音寺 木造千手観音立像 

大町市八坂 1625 
藤尾覚音寺 木造持国天立像・木造多聞天立像 
旧中村家住宅 主屋・土蔵 大町市美麻 17668 

 

３ 長野県宝 
名 称 所 在 地 

若一王子神社三重塔及び棟札 

大町市大町 2097 若一王子神社 銅造十一面観音坐像御正体残闕 

若一王子神社観音堂及び宮殿 
弾誓寺 木造観音菩薩立像 大町市大町 4188 
天正寺三重小塔 大町市大町 4729-4 
大黒町舞台 大町市大町 2199 
霊松寺山門 大町市大町 6665－イ 
若一王子神社 銅造十一面観音坐像御正体残闕 大町市大町 2097 
山寺廃寺跡出土品（民俗資料館保管） 大町市社 3945-2 

 

４ 長野県史跡 
名 称 所 在 地 

上原遺跡 大町市平 1955-355 ほか 

 

５ 長野県天然記念物 
名 称 所 在 地 

若一王子神社社叢 大町市大町 2097 
仁科神明宮の社叢 大町市社 1159 
居谷里湿原 大町市大町 8279-10 ほか 

 

６ 大町市有形文化財 
名 称 所 在 地 

海の口上諏訪神社 広形銅戈（文化財センター保管） 大町市平 14505 
若一王子神社観音堂及び厨子 

大町市大町 2097 
若一王子神社木造伝十一面観音菩薩立像 
盛蓮寺木造不動明王立像 

大町市社 2937-1 盛蓮寺木造薬師如来坐像 
盛蓮寺木造如意輪観音坐像 
盛蓮寺木造虚空蔵菩薩坐像 大町市社 2937 
大沢寺木造阿弥陀如来立像 大町市大町 4156 
西正院木造大姥尊坐像 大町市平 1298 
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天正寺山門 大町市大町 4730-1 
天正寺木造薬師如来立像 大町市大町 4729 
長性院木造聖観世音菩薩立像 大町市大町 3682-4 
木舟薬師堂木造薬師如来立像 大町市社 4886-2 
弾誓寺観音堂木造伝弾誓上人坐像 

大町市大町 4188 
弾誓寺観音堂木造伝長音上人坐像 
大黒町追分の石造大黒天像・附版木 大町市大町 1514-1 
山寺廃寺跡出土遺物（民族資料館保管） 大町市社 3945-2 
大沢寺 木造阿弥陀如来立像 大町市大町 4156 
仁科神明宮銅製日岐盛貞奉納鏡 

大町市社 1159 仁科神明宮木造棟札 
仁科神明宮木造小笠原秀政禁制札 
山下神社木造小笠原秀政禁制札 大町市社 6097 
八坂神社の旧神輿 大町市大町 2097 
八日町毘沙門堂の木造毘沙門天立像 大町市大町 1134-9 
生婦平出土銅造瑞花双鳥八稜鏡（八坂支所） 大町市八坂 1108-1 
大平地蔵堂の木造地蔵菩薩立像 大町市八坂 1298 
小松尾諏訪神社本殿 大町市八坂 5693 
野平神社本殿 大町市八坂 14695 
矢田川麿崖仏 大町市八坂 9641-1 
北条峰の徳本上人追善供養塔 大町市八坂 13609-ロ-1 
曽山の善光寺千人参り名号塔 大町市八坂 9179-4 
富士浅間神社本殿 

大町市美麻 2708 富士浅間神社楽殿 
富士浅間神社絵額 
千見神明宮本殿 

大町市美麻 25878 
千見神明宮本殿絵額と句額 
水上神社本殿 大町市美麻 9152 
下條家関守門 大町市美麻 26036 
大塩高札場の高札 大町市美麻 17668 ほか 
向生仏屋敷出土灰釉陶器広口瓶 大町市美麻 17668 
横川重忠氏所有木造阿弥陀仏如来立像 

大町市常盤 4308-3 
千見細貝薬師堂の木造薬師如来立像 

 

７ 大町市史跡 
名 称 所 在 地 

天正寺仁科氏居館跡 大町市大町 4729-4 ほか 
新郷１号古墳及び副葬品１括 大町市 8040-443 
権現山堂屋敷跡 大町市美麻新行権現山南東 
千見山城跡 大町市美麻千見城山 25450-ロ-3 ほか 
大塩山城跡 大町市美麻大塩中村城山 855 ほか 
堀の内遺跡 大町市美麻大塩中村城山 938 ほか 

 

資料６０－１ 文化財の防火施設の設置状況     （平成２７年４月１日現在） 

名 称 所 在 地 
設置してある防火設備等 

自火報 消火設備 避雷設備 保存庫 
仁科神明宮 大町市社 1159 ○ ○ ○ ○ 
若一王子神社 大町市大町 2097 ○ ○ ○  
盛蓮寺観音堂 大町市社 2937 ○ ○   
天正寺三重小塔 大町市大町 4729-4 ○ ○  ○ 
霊松寺山門 大町市大町 6662－イ  ○   
旧中村家住宅 大町市美麻 17668 ○ ○   
藤尾覚家音寺木造
千手観音像他２体 

大町市八坂 1625    ○ 
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資料６１ 防火、準防火地域の指定状況（都市計画法） 
 

平成２７年４月１日現在（単位：ha） 

都市計画区域 用途地域 防火地域 準防火地域 備 考 
８，４９０ ８３８ － １３５．０  

 

 

資料６２ 防火・準防火地域内の建築規制（建築基準法） 
 対     象 構 造  対    象 構 造 

防

火

地

域 

①  

階数が３以

上又は延べ

面積が100

㎡を超える

建築物 

ただし③を

除く 

耐火建築物 

準

防

火

地

域 

①  

地階を除く

階数が４以

上又は延べ

面積が

1,500㎡を

超える建築

物 

ただし主要

構造部が不

燃材料で造

られた卸売

市場の上屋

又は機械の

製作工場の

類は除く 

耐火建築物 

②  

その他の建

築物 

耐火建築物 

又は準耐火 

建築物 ③  

延べ面積が

500㎡を超

え1,500㎡

以下の建築

物 

耐火建築物

又は準耐火

建築物 

③ 

１．外壁及び軒裏が防火構 

造で延べ面積50㎡以内の

平屋建の付属建築物 

２．主要構造部が不燃材料 

で造られた卸売市場の上

屋又は機械製作工場の類 

３．不燃材料で造り又はお 

おわれた高さ２ｍを超え

る門又は塀 

４．高さが２ｍ以下の門又

は塀 

制限なし 

③ 

地階を除く

階数が３で

ある建築物 

耐火建築

物、準耐火

建築物又は

外壁の開口

部の構造及

び面積、主

要構造部の

防火の措置

その他の事

項について

防火上必要

な技術基準

に適合する

建築物 

④ 

①～③以外

の木造建築

物 

外壁及び軒

裏で延焼の

おそれのあ

る部分 

高さ２ｍを

超える付属

の門又は塀

で延焼のお

それのある

部分 

防火構造不

燃材料で造

るかおおう 

防火地域内にある看板、広告塔等で建築物の屋

上に設けるもの又は高さ３ｍを超えるものは、

主要な部分を不燃材料で造り又はおおわなけ

ればならない。 

防火、準防火地域内にあるその他の制限 

１．屋根 

 

 
 
２．外壁のドアなど 

 

 
 
３．隣地境界線に面す

る外壁 

耐火構造又は準耐火構造

でないものは不燃材料で

造り又はふく。 
 
延焼のおそれのある部分

は防火戸その他の防火設

備をする。 
 
外壁耐火構造の場合は境

界線に接することができ

る。 
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資料６３ 防火地域及び準防火地域指定基準 

 
県及び市町村の地域防災計画及び防災都市づくり計画に沿うとともに、以下の基準により

定める。 

 

１ 用途地域及び容積率との関係 

用 途 地 域 容積率 定 め る 地 域 

商 業 地 域 

600％ 防火地域を定める。 

500％ 原則として防火地域を定める。 

400％ 原則として防火地域または準防火地域を定める。 

300％ 必要に応じ防火地域または準防火地域を定める。 

その他の用途地域 － 必要に応じ防火地域または準防火地域を定める。 

 

２ 商業地域の容積率５００％の区域のうち、道路幅員により建築基準法第５２条の関係で、

区域の半分以上の敷地面積が４００％以下の容積率に制限される区域においては、必要に

応じ準防火地域を定めることもやむをえない。 

 

３ 商業地域の容積率４００％の区域のうち、道路等の公共施設が整備されていない区域に

あっては、今後の市街地整備に備え、準防火地域を原則として定める。 

なお、防火地域を定めるにあたっては道路等の公共施設整備との関係を考慮しつつ、市

街地の土地利用動向から耐火建築物の立地しうる区域に定める。 

 

４ 商業地域の容積率３００％の区域、及びその他の用途地域で必要に応じ防火地域または

準防火地域を定める区域は、次の区域とする。 

なお、道路等の公共施設が整備されていない区域にあっては、今後の市街地整備に備え、

準防火地域を原則として定める。 

（１）商業地域以外の区域にあっては、中心市街地における商業地域に隣接する区域で木造

建築物が密集し、火災による災害の危険性が高い、あるいは高くなると予想される区域。 

（２）避難地、避難路の配置計画に基づき安全区画の確保の必要な区域。 

 

５ 区域の規模は５ha以上とし、形状は不整形とならないようにするとともに街区単位とす

るなど都市防災不燃化の趣旨に沿うよう定める。 

なお、防火地域、準防火地域併せて５ha以上となること、また、防火地域は避難路の配

置計画に伴い、路線的に定めることとしても差し支えないものとするが、幅員が１２ｍ以

上の道路の沿道区域を原則とする。 
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資料６４ 地震対策のチェックポイントと補強対策 

 

区 分 事前チェック 補 強 対 策 

敷  地 

１．石垣（石積）、よう壁、ブロッ
ク塀がくずれるおそれがないか。 

２．法面あるいは、がけくずれはな
いか。 

 
３．避難路はあるか。 

１．コンクリートを打って補強する。
応急措置としては突張りをかう。 

２．敷地周辺の排水を取る。出来る
だけ不浸透質（コンクリートＵ字
溝等）のものを布設する。 

３．道路又は空地へ容易に避難でき
るように障害物をなくす。 

木造建物 

１．耐震診断をする。 
 
 
２．屋根がわらがくずれかけていな
いか。 

 
３．火気を使用する室（台所、風呂
たき口等）は、不燃材料で仕上げ
てあるか。 

４．外壁モルタルや土壁がくずれか
けていないか。 

５．ガラス戸がはずれやすくないか。 

１．診断結果に基づき筋交いを入れ
たり、壁の量を増やす等の補強を
する。 

２．補修したり又は出入り口の上に
ひさし等を設け、直接頭上等に落
下しないようにする。 

３．モルタル塗り、ストレート、ス
テンレス等で燃えないようにす
る。 

４．ひびの入ったものは補修する。 
 
５．ガラスに紙等を張り補強する。 

公共建築物 
及び 

一般ビル 

１．耐震診断をする。 
 
 
 
２．カーテンウォール構造は落下し
ないか。 

 
 
 
 
３．二方向避難ができるか。 
４．非常用照明や避難誘導灯がある
か。 

５．防火扉は完全に作動するか。 
 
 
 
６．非常用進入口があるか。 
 
７．非常電源装置があるか。 
 
８．ガス管、給排水管は、老腐化し
ていないか。 

９．エレベーター等の保守点検をす
る。 

10．天上仕上材は落下しないか。 
 
11．古いビル（旧建築基準法当時施
行したもの）の階段室、エレベー
ターホール等の堅穴区画はある
か。 

１．古い鉄筋コンクリート造は耐震
チェックをする必要がある。鉄骨
造は、溶接やボルト締めについて
チェックすること。 

２．外壁パネルの取付状況、窓ガラ
スのパテが耐震性があるか。特に
ガラス面積の大きいものは、ガラ
スの破損を防ぐためガラス溝にク
ッション材を敷込み、シーリング
材をてん充する。 

３．階段等を２ヶ所以上設ける。 
４．停電時、避難できるようバッテ
リーを設置する。 

５．煙感知器で自動閉塞するものと
する。 
また、防火扉の周囲には物品を

置かないこと。 
６．はしご車で救助できる開口部を
設ける。 

７．停電時、発電機に切換え出来る
設備が必要である。 

８．耐震性があるかチェックする。
古いものは取りかえる。 

９．非常装置が適格に作動するかチ
ェックする。 

10．特に階段裏のモルタルやプラス
ターがはくりしないか補修する。 

11．ないものは防火区画とする。 
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資料６５ 災害時における応急危険度判定等の協力に関する協定 

（社団法人 長野県建築士会 大北支部） 
 
大町市（以下「甲」という。）と一般社団法人長野県建築士会大北支部（以下「乙」とい

う。） は、大町市において地震等による災害が発生したとき（以下「災害時」という。）に、
二次災害の防止を図るため、相互に協力し、必要な対応を円滑に遂行するため、次のとおり
協定を締結する。 
（趣旨） 
第１条 この協定は、甲の地域における災害時に、甲の地域防災計画に基づき、甲の指定す
る避難所等に対して、乙が被災建築物応急危険度判定（以下「応急危険度判定」という。）
を実施することにより、市民の安全を確保するために、必要な事項を定める。 

（協力の要請） 
第２条 甲は、災害時において、応急危険度判定を実施する必要が生じた場合は、乙に対し
次の各号に掲げる事項を明らかにして、協力を要請するものとする。 

（１）災害の状況及び協力を要請する事由 
（２）応急危険度判定の実施内容 
（３）その他必要な事項 
２ 前項の規定による要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは
口頭をもって要請し、事後において文書を提出するものとする。 

（協力の実施） 
第３条 乙は、甲からの応急危険度判定の要請を受けたときは、業務上の支障又はやむを得
ない理由がない限り、応急危険度判定を実施するものとする。 

２ 乙は、大町市内で、震度５強以上の地震が発生したとき又は災害の状況により甲からの
連絡が不可能なときは、甲からの要請を待つことなく、本協定の趣旨に基づき応急危険度
判定を実施するものとする。この場合、甲から乙に応急危険度判定の要請があったものと
みなす。 

３ 乙は、甲からの協力要請後又は地震発生後、できるだけ速やかに甲が指定した避難所等
の応急危険度判定を実施するものとする。 

（事前計画） 
第４条 甲は、災害時に応急危険度判定を円滑に実施するために、判定する避難所等をあら
かじめ定め、乙に文書で報告するものとする。 

２ 甲は、判定する避難所等を変更したときは、その内容を速やかに乙に報告するものとす
る。 
３ 乙は、災害時に応急危険度判定を円滑に実施するために、組織体制、判定従事者及び連
絡体制（以下「組織体制等」という。）をあらかじめ定めて、甲に文書で報告するものとす
る。 
４ 乙は、組織体制等を変更したときは、その内容を速やかに甲に報告するものとする。 
（報告） 
第５条 乙は、応急危険度判定を実施したときは、速やかに次の各号に掲げる事項について
甲に文書で報告するものとする。 

（１）実施内容及び結果 
（２）従事した人員及び名簿 
（３）従事中に知り得た災害情報 
（４）その他必要な事項 
（経費の負担） 
第６条 この協定に基づく応急危険度判定に要した経費は、甲乙が協議の上決定する額を甲
が負担するものとする。 

（災害補償） 
第７条 この協定に基づき、災害時に応急危険度判定に従事した者が、自宅又は職場を離れ、
判定を行い、自宅又は職場に復帰するまでの間、当該活動により死亡又は負傷し、若しく
は傷害の状態となったときの補償は、長野県が加入する全国被災建築物応急危険度民間判
定士等補償制度を適用するものとする。 

（経費の請求） 
第８条 乙は、第６条に規定する経費を請求するときは、甲の定めるところにより行うもの
とする。 

（経費の支払い） 
第９条 甲は、前条の規定により経費の請求があった場合、その内容が適当であると認めた
ときは、その経費を速やかに支払うものとする。 
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（守秘義務） 
第１０条 乙は、応急危険度判定の従事中に知り得た情報を、甲の許可なく他人に知らせ、
又は不当な目的に利用してはならない。 

（有効期間） 
第１１条 この協定は、協定締結の日から発効し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通
知しない限り、その効力を有する。 

（協定の継承） 
第１２条 甲及び乙は、この協定の締結後において、甲及び乙の組織（以下「組織」という。）
又は甲の区域（以下「区域」という。）が変更された場合には、速やかに相手方に通知を
するものとし、この協定に定めた事項は、それぞれの組織の継承者が引き継ぐものとする。 

２ 前項の規定により引き継がれた事項は、変更後の組織及び区域のすべてに適用されるも
のとする。 

（協議） 
第１３条 この協定に定めない事項、又はこの協定の実施に当たって疑義が生じた場合は、
甲乙が協議して定めるものとする。 
この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を保有す

る。 
 

平成２８年３月２９日 
 

甲 大町市大町３,８８７番地 
大町市長 牛越 徹 

 
乙 大町市大町１０５８番地２ 

一般社団法人 長野県建築士会大北支部 
支部長 縣 武 
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資料６６ 災害時における電気の保安に関する協定 

（財団法人 中部電気保安協会長野支部） 
 
大町市（以下「甲」という。）と財団法人中部電気保安協会長野支部（以下「乙」という。）

は、大町市に発生した地震、風水害その他による災害時（以下「災害」という。）における
災害応急対策業務のうち電気の保安について次の通り協定を締結する。 
 
（目的） 

第１条 この協定は、災害時における電気設備の保安、電気使用の安全確保のため、甲が乙
の協力を得て災害応急対策業務を円滑に行い、公共施設等の迅速かつ適切な機能の維持及
び復旧を図ることを目的とする。 
（災害応急対策業務） 

第２条 乙は電気事業法（昭和39年法律第170号）に基づく電気主任技術者業務の外部委託者
として甲の委託契約を着実に履行する他、同法の範疇で実施できる災害応急対策について
甲の支援を行う。 
なお、同法により電力会社が供給責任を負う低圧供給の設備や、乙以外で保安管理業務

外部委託承認を受けている高圧供給設備、特別高圧供給設備の災害復旧については、それ
ぞれ電気事業法上の法的義務を負う者から要請があった場合について出来るだけ協力する。 

２ 乙は避難所等での電気の安全使用について、甲の施設管理者に対して必要なアドバイス
を行う。 

３ 乙は大規模災害が発生し、乙が出向する避難場所で生活用品が不足している場合には、
乙の備蓄している中から可能な限りこれを提供する。 

４ 甲、乙は災害復旧に当たっては相互に協力し必要な情報を可能な限り提供するものとす
る。 
（防災訓練等） 

第３条 乙は、甲が主催する（市民）総合防災訓練に積極的に参加するとともに、平時から
大規模災害に備えた防災訓練、災害時の情報連絡ルートの確保及び非常用資機材の整備、
電気の安全使用など啓発活動を行うものとする。 
（要請手続き） 

第４条 甲は、乙に対して災害応急対策業務を要請するときは、日時、場所、業務内容を文
書（第１号様式）で指定し、協力要請するものとする。 

２ ただし、災害の状況が切迫し、文書による協力要請が出来ない場合は、口頭による協力
要請ができるものとする。 
（費用負担） 

第５条 乙が実施する災害応急対策業務に要する費用は甲には要請しない。 
（損害賠償） 

第６条 甲の要請に基づき乙が実施する災害応急対策活動により、乙の従業員が負傷し、若
しくは疾病にかかり、又は死亡した場合の補償は、労働者災害補償保険法（昭和22年法律
第50条）に基づき、乙がこれを補償するものとする。 
（第三者に対する損害補償） 

第７条 甲は甲の要請に基づき乙が実施する災害応急対策活動により、第三者に被害が生じ
た場合は甲の求めにより甲と乙の双方が誠意を持って協議し解決するものとする。 
（防災体制の連絡） 

第８条 乙は乙の事業所の組織図及び連絡先を記載した書面を年１回、甲に提出するものと
する。 
（有効期限） 

第９条 この協定書は締結した日から平成２４年３月３１日までとする。 
ただし、期間満了の１ヶ月前までに双方いずれからも書面による異議の申出のない場合

は、この当該有効期間満了日の翌日から起算して１年延長するものとし、以降この例によ
るものとする。 
（協議事項） 

第１０条 この協議書に記載されていない事項については、甲及び乙が協議し解決するもの
とする。 

 
この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、各一通を保

有する。 
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平成２３年８月２２日 

 
甲 長野県大町市大町３８８７番地 
 

大町市長  牛越  徹 
 

乙 長野県長野市桐原１丁目５－８ 
 

財団法人 中部電気保安協会長野支部 
支部長  高松  昌登 
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第１号様式（第４条関係） 
 

平成  年  月  日 
 
 

要 請 書 
 
 
（財）中部電気保安協会 
大町事業所 
所長           様 
 
 
                        長 
 
 
災害時における電気の保安に関する協定書第４条の規定に基づき、次のとおり協力を要請

します。 
 

要 請 日 時 
及 び 

活 動 場 所 

 

活 動 内 容 

 

備   考 

 

連 絡 先 
（担当者） 

大町市       部         室 担当 
 
電話            ＦＡＸ 
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資料６７ 長野県神城断層地震災害復興支援に関する覚書 
（公益社団法人長野県公共嘱託登記土地家屋調査士協会） 

 
（趣旨） 
第１条 この覚書は、長野県神城断層地震により被災した大町市（以下「甲」という）が、
地方税法３８１条第７項（※注）に基づく申し出を長野県地方法務局大町支局にする際、
必要な支援を公益社団法人長野県公共嘱託登記土地家屋調査士協会（以下「乙」という。）
が無償で行うことにより、不動産に係る国民の権利の明確化が図られ、大町市の速やかな
復興に寄与することを目的としてとり交わすものである。 

（支援の内容並びに期間） 
第２条 支援の内容は、土地家屋調査士法第６４条第１項に掲げる業務とし、期間は支援協
定書締結から２年間とする。 

（支援経費の負担） 
第３条 支援の経費は乙が負担するものとする。 
（双方の協力） 
第４条 目的を達成するため、双方は連絡を密にし、協力して互いに必要な資料の提供を行
い役務の提供をするものとする。 

（責任の所在） 
第５条 乙のする支援業務の遂行に際し、内容に瑕疵があったとき並びに他人に損害を与え
たとき及び乙が災害に遭った時は、乙の責任において処理をするものとする。 

（支援協定書の締結） 
第６条 本覚書の内容を踏まえ、双方協議の上速やかに詳細な支援協定書を締結し、支援を
実施するものとする。 

 
本復興支援を明確にするため、この覚書を２通作成し、各々が署名押印のうえ、各自１通

を保有する。 
 
※注 地方税法第３８１条第７項 
市町村長は、登記簿に登記されるべき土地又は家屋が登記されていないため、又は地目その
他登記されている事項が事実と相違するため課税上支障があると認める場合においては、当
該土地又は家屋の所在地を管轄する登記所にそのすべき登記又は登記されている事項の修正
その他の措置をとるべきことを申し出ることができる。この場合において、当該登記所は、
その申し出を相当と認めるときは、遅滞なく、その申し出に係る登記又は登記されている事
項の修正その他の措置をとり、その申し出を相当でないと認めるときは、遅滞なく、その旨
を市町村長に通知しなければならない。 
 
 

平成２７年４月１３日 
                

（甲）長野県大町市大町３８８７番地 
大町市長   牛 越  徹 

 
（乙）長野県長野市南長野妻科３９９番地２ 

公益社団法人長野県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 
理 事 長   塩 川  豊 

 


